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 In order to secure a sustainable regional transportation system, it is necessary to maintain not only the 
basic transportation system but also the terminal transportation system. To achieve this, it is necessary to 
display the merits of the transportation system in accordance with the current situation in the region. 
Therefore, the effects of introducing green slow-mobility for terminal traffic and tourism were studied 
using a traffic simulator and the Analytic Hierarchy Process (AHP). 
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１. はじめに 

持続可能な地域交通の確保のためには，基幹交通だけで

なく，端末交通の維持も必要である．高速で定時に大量に

輸送することを得意とする公共交通を，事業者が独立採算

で担う仕組みは，都市部においては成立してきたが，人口

の少ない地方の端末交通を維持することができない．一方，

端末交通や観光用途に低速で少人数を運ぶグリーンスロー

モビリティの開発が進みつつある．端末交通の導入には地

域の現状に応じたメリットの提示が必要である．そこで，

地域におけるグリーンスローモビリティの導入効果につい

て検討を行った結果を報告する． 
 
２. 研究の背景 

2.1 地方公共交通の状況 

平成 25 年に施行された「交通政策基本法」第 2 条には，

「交通に対する基本的な需要が適切に充足されることが重

要」1)とされている．すなわち，地方においては，持続可

能な地域交通の確保，特に，高齢者，障害者，妊産婦等の

移動には，基幹交通（鉄道，バス等）だけでなく，端末交

通の維持が必要となる． 
輸送人員の少ない地方においては，鉄道や路線バスとい

った既存の公共交通は，その能力を生かしきれない状況が

続いている．例えば，地方交通事業者の経営状況を見ると，

バス事業者 232 者のうち，黒字事業者は 62 者（26.7%）

である 2)．一部の首都圏の事業者を除くと，インフラを民

間事業者が独立採算で公共交通を担うという構造は，ほと

んどの都市では維持できていないことが伺える． 
このような状況においては，全国一律の施策ではなく，

自治体が中心となって地域の実情に応じた地域公共交通を

確保，維持していく必要がある．そこで我々は，新しい公

共交通を導入する際の効果を定量的に示すことが導入を検

討する地域の検討の一助になり得ると考えた． 
 

2.2グリーンスローモビリティ 

前述の状況の中で，端末交通としてグリーンスローモビ

リティが期待されている．グリーンスローモビリティとは

電動で，20km/h 未満で公道を走る 4 人乗り以上のモビリ

ティを指す．ゴルフカートタイプ 3)や，電動低速バスタイ

プ 4)がある（図 1）． 
利用方法としては，一般の路線バスが通れない細街路で

の利用や，高齢化が進む地域での利用，観光利用などが考

えられ，各地で実証実験等が行われている．中でも，令和

元年 11 月 27 日に開業した池袋エリア周遊バス路線

「IKEBUS」もグリーンスローモビリティの一つである 5)．

大都市の鉄道端末交通としての位置づけであり，観光を含

む利用として活用されている． 
一方で，持続可能な地域交通の確保という観点で見ると，

人口の少ない地域においては，実証実験は多数行われてい
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るものの，実用化に至った例としては広島県福山市の「グ

リスロ潮待ちタクシー」がある．実用化の事例が増えない

原因の一端として，地域交通に対し従来の事業採算性を求

めることが考えられる． 
 

 
図１ 電動低速バス（eCOM-8） 

 
2.3 導入効果の考え方 

公共交通の導入に際しては，４段階推定法や，費用便益

分析などの手法が一般的である．従来の便益を評価する手

法は交通システムを導入する際に大事な評価ではあるもの

の，「交通に対する基本的な需要が適切に充足される」とい

う交通政策基本法の趣旨に沿うためには，別の観点も考慮

する必要があると考える．我々は，これまで開発してきた

都市交通シミュレータを用いて，地域交通全体の CO2排出

量から公共交通の導入効果評価を行う手法や，AHP
（Analytic Hierarchy Process：階層分析法）を用いて経路

選択をするモデルを提案してきた． 
今回，AHP を使った導入効果評価であれば，端末交通の

評価も可能と考えて，シミュレーションにより検討した． 
 

３．AHP を用いた導入効果評価 
3.1都市交通シミュレータの概要 
交通研が開発してきた都市交通シミュレータは，交差点

をノード，道路をリンクとするネットワーク上を，目的地

を持った交通システム（自動車，バス，グリーンスローモ

ビリティ等）が一台ずつ信号の現示及び定められた加減速

度等で走行し，走行速度からエネルギー消費量や二酸化炭

素排出量を算出することが可能なミクロシミュレータであ

る 7)． 
 

3.2 AHPモデル 
AHP は，問題要素を最終目標，評価基準及び選択される

システムの関係で階層構造を作り，最終目標からみた評価

基準の重要さ，各評価基準からみた各システムを評価し，

最後にこれらを最終目標からみた各システムの評価に換算

するものである． 
これまでに検討した交通システム評価を行う際の特徴と

して，図２に示す評価基準のうち旅行時間や排ガスなどの

項目は，都市交通シミュレータで計算した値を用いた．こ

れにより，渋滞などの実際の交通状態を考慮した経路選択

を可能とした 8)． 
 

 
図２ 階層構造 

 
3.3 シミュレーション条件 
今回の検討では，グリーンスローモビリティが利用され

る可能性の高い 2 つのケースについて検討した． 
(a) 住宅地でのラストワンマイル利用 
(b) 観光地でのプチ観光利用 
本検討で利用したグリーンスローモビリティは図１に示

した eCOM-8 を対象とした．諸元を表 1 に示す 4)． 
 

表１ eCOM-8 の諸元 
全長 4405mm 
全幅 1900mm 
全高 2450mm 
車両質量（空車時） 1160kg 
乗車定員 10 名（運転手含む） 
最高速度 19km/h 
一 充 電 航 続 距 離

（19km/h 定速） 
約 40km 

最小回転半径 6.2m 
モータ形式 DC ブラシレス 

インホイールモータ 
駆動方式 全 8 輪駆動 
最高出力 10.4kW（1.3KW×8） 
バッテリ形式 リチウムポリマー 
バッテリ容量 100Ah 
定格電圧 52V 
 

3.4 住宅地でのラストワンマイル利用 
昭和 40 年代に開発され，高齢化が進んだ団地のラスト

ワンマイル利用を想定して，団地内のバス停や公共施設間

のトリップについて検討した． 
シミュレーション上の評価ルートは約 1km であり（図

３），選択できる交通手段として，自動車のみ，グリーンス

ローモビリティを乗り換え無しで利用，及び路線バスから

の乗り換える場合の検討を行った．自動車交通量は仮想的

に各ノードからの自動車発生量を 50 台/h，トリップの想定

は高齢者とした． 
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計算の結果の一例を図４に示す．ここで縦軸の優先度は，

各交通手段の評価の度合いを示しており，数字が大きい方

がその地域に合った交通システムであることを示してい

る．図４より，自動車とグリーンスローモビリティは同等

程度の評価となった．移動時間や定時性については自動車

が有利であるものの，環境性能等の項目においてグリーン

スローモビリティの評価が高く，総合的に同程度となった

ものと考えられる． 
また，運行本数の増加と優先度との関係についても評価

を行ったが，効果は余り見られない結果となった．これは，

シミュレーション上でランダムに発生させるトリップの待

ち時間が，運行本数によってあまり変化がなかったことが

原因である． 
一方，その際の道路交通の平均速度を見ると（表２）運

行本数が増えるに伴い，周辺道路の平均速度が小さくなる

結果となり，この例では運行本数は増やす効果はあまりな

いことが分かる． 
 

 
図３ シミュレーション範囲（住宅地） 

 

 
図４ 住宅地における運行本数別優先度 

 
表２ グリーンスローモビリティ未走行時との 

平均速度の差 
運行本数(本/h) 1 2 3 
平均速度の差(km/h) -0.60 -2.1 -8.6 

 

また，図４では利用者視点だけでなく，事業者や社会性

の視点を含めた総合的な評価を行ったが，図５に同じ条件

で利用者視点のみを抜き出した評価結果を示す．この結果

から，利用者視点だけでは評価が低く，利用者に対してグ

リーンスローモビリティのメリットを提示することが必要

であることが示唆される．一方，現在の AHP のツリーで

は，利用者視点のうち，待ち時間等の時間に関わる評価項

目が，旅行時間や快適性等の複数の中間マトリクスに含ま

れていることから，速達性や定時性についての評価が高く

なりやすいと考えられる．しかしながら，グリーンスロー

モビリティの良さである，「ゆっくり，余裕をもって，乗っ

て楽しい」3)という点は，必ずしも評価しきれていないよ

うに思われるため，今後，AHP のツリーに新しい評価項目

を含めることも検討したい． 
 

 
図５ 利用者視点から各ルートの選択率 

 
3.5 観光地での利用 
次に，観光地でのグリーンスローモビリティ利用につい

て検討を行った．公共交通の駅から，観光地である賑わい

のある通りを観光しつつ移動することを想定した．当該エ

リアは自動車交通量や路線バスも多い場所である． 
シミュレーション範囲を図６に示す．シミュレーション

上の評価ルートは約 5km とし，選択できる交通手段とし

て，自動車（タクシーを想定），現在ある公共交通（新交通

システム）と徒歩，新交通システムとグリーンスローモビ

リティを乗り換え，新交通システムとバスの乗り換え，自

動車とグリーンスローモビリティを乗り換える場合とし

た．自動車交通量は，平成 22 年度交通センサスデータ 9)

を基に設定し，既存の路線バスも設定した．トリップは観

光客を想定して 20 代～60 代とした． 
図７に結果の一例を示す．全般的に公共交通を利用した

交通システムの評価が高い結果となった．グリーンスロー

モビリティは，新交通システムと比べると劣るが，バスや

自動車を利用した場合より評価が高いことがわかる．これ

は，新交通システムは定時性が高く短時間で移動でき，エ

ネルギー効率や環境性もよいことから評価が高くなったと

考えられる．また，当該エリアは日頃から渋滞しているエ
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リアであり，シミュレーション実行時の道路交通の平均速

度は約 13km/h であったことから，道路交通を利用する自

動車やバスの評価が低く計算される結果となった． 
グリーンスローモビリティ走行時，未走行時の道路交通

の平均速度の差を比較したところ，未走行時に比べ

0.5km/h 減となった．市内中心部等の高速走行ができない

エリアでは，制限速度 20km/h 未満というグリーンスロー

モビリティのデメリットが目立たないため，導入効果が得

やすいことがわかる． 
 

 
図６ シミュレーション範囲（観光利用） 

 
図７ 観光地における交通手段別優先度 

 
 

3.6 考察 
以上の結果より，グリーンスローモビリティ等の交通シ

ステムを導入した場合の優先度を地域毎に求めることがで

き，その際の自動車交通への影響についても合わせて評価

できることが分かった．また，グリーンスローモビリティ

はその性質上，鉄道やバス等の公共交通の代替手段となる

のは難しいが，道路交通の状況によっては定時性の観点か

ら必ずしも不利にならない場合があることもわかった． 
一方，利用者視点での評価も可能と考えていた AHP の

ツリーが，速達性や定時性についての評価が高くなりやす

く，地方における端末交通に求められているものと必ずし

も合致しない可能性も示唆された． 
 

４．おわりに 
地域特性に応じた公共交通，特にグリーンスローモビリ

ティについて，便益評価に依らない効果評価の一例として，

交通流シミュレーションと AHP を用い，住宅地のラスト

ワンマイル利用と，観光地での利用の例で試行した．その

結果，導入地域毎に，導入した場合の優先度を求めること

ができ，その際の自動車交通への影響についても合わせて

評価できることを確認した．一方，従来の公共交通に求め

られてきた速達性や定時性といった評価項目は，グリーン

スローモビリティの評価軸の重要性としては適切ではない

可能性も示唆された．今後は，昨今のライフスタイルの変

化も踏まえた評価項目の変更を含め，端末交通の導入効果

を示す指標の検討を行っていきたい． 
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